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証券コード　9633

第 103 回 定時株主総会

招 集 ご 通 知
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

日 時 2019年６月24日（月曜日）
午前10時（午前９時受付開始予定）

場 所 東京都千代田区一ツ橋二丁目６番２号
日本教育会館　一ツ橋ホール

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役４名選任の件
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株主総会に当日ご出席いただけない株主様
同封の議決権行使書用紙のご返送又はインターネット
（パソコン又はスマートフォン）により議決権を行使
下さいますようお願い申し上げます。

表紙
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(証券コード9633)
2019年６月７日

株 主 各 位
東京都新宿区新宿一丁目１番８号

東京テアトル株式会社
代表取締役社長 太 田 和 宏

第103回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第103回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますようご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行使いただくことができます。
お手数ながら、「議決権行使についてのご案内」をご参照の上、「株主総会参考書類」をご検討下さいまして、
2019年６月21日（金曜日）午後６時までに議決権を行使下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

1. 日 時 2019年６月24日（月曜日）午前10時（午前９時受付開始予定）
2. 場 所 東京都千代田区一ツ橋二丁目６番２号

日本教育会館　一ツ橋ホール
3. 目的事項

報 告 事 項
 

1.　第103期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書
類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

2.　第103期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内容報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件（４ページ）
第２号議案 取締役６名選任の件（５ページから８ページまで）
第３号議案 監査役４名選任の件（９ページから11ページまで）

以　上

◎法令及び当社定款第17条の規定に基づき、提供すべき書面のうち「業務の適正を確保するための体制及び運用状
況」「株式会社の支配に関する基本方針」「連結株主資本等変動計算書」「連結計算書類の連結注記表」「株主資
本 等 変 動 計 算 書 」 「 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 」 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.theatres.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載いたしておりません。
従いまして、本招集通知の添付書類は、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類
及び計算書類の一部であり、また会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算
書類の一部であります。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事
項を当社ウェブサイト（https://www.theatres.co.jp/）に掲載いたします。

－ 1 －

狭義招集
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権行使は、株主の皆様の重要な権利です。
議決権を行使いただきますようお願い申し上げます。
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

１．株主総会にご出席される場合
 

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い
申し上げます。

・資源節約のため、本招集ご通知をご持参下さいますようお願い申し上げます。

２．郵送で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご返送下さい。ご記入方法等は以下を
ご参照下さい。
なお、各議案について賛否の表示がない議決権行使書用紙が提出された場合は、会社提案に「賛成」の
意思表示があったものとして取扱わせていただきます。

行使期限 2019年６月21日（金曜日）午後６時までに到着するようご返送下さい｡

こちらに、各議案の賛否をご記入下さい。
第１号議案

第２・３号議案

●賛成の場合	 →	 「賛」の欄に○印
●反対の場合	 →	 「否」の欄に○印

●全員賛成の場合	 →	 「賛」の欄に○印
●全員反対の場合	 →	 「否」の欄に○印
●一部の候補者の賛否を表示する場合
　→		「賛」もしくは「否」の欄に○印をし、株主総会参考書類の

候補者番号をご記入下さい。

３．インターネットで議決権を行使される場合
インターネット（パソコン又はスマートフォン）により議決権を行使いただく場合には、	
３ページに記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照下さいますよう
お願い申し上げます。

インターネットによる議決権行使に必要となる、「議決権行使コード」と「パスワード」が記載されています。

行使期限 2019年６月21日（金曜日）午後６時までとなります。

－ 2 －

議決権行使についてのご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内
行使期限：2019年６月21日（金）午後６時までとなります。

議決権行使ウェブサイト：https://www.
ウ

w
ェ

e
ブ

b
行

5
使

4.net
バーコード読取機能付のスマートフォンを利用する場合の「ＱＲコード」⇒

QRコードは(株)デンソー
ウェーブの登録商標です。

◆議決権行使の手順

①　議決権行使ウェブサイトにアクセス
インターネットによる議決権行使は、パソコン又は
スマートフォンで議決権行使ウェブサイトにアク
セスして下さい。
https://www.

ウ

w
ェ

e
ブ

b
行

5
使

4.net「次へすすむ」をクリック

1 ウェブサイトへアクセス

「次へすすむ」をクリック▼

クリック

②　ログイン
お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権行
使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

2 ログイン

「議決権行使コード」を入力
 「ログイン」をクリック

クリック
▼

③　パスワードの入力
お手元の議決権行使書用紙に記載された「パスワー
ド」を入力し、「次へ」をクリック
※パスワードは一定回数以上間違えると使用でき

なくなります。パスワードの再発行をご希望の
場合は、画面の案内に従ってお手続き下さい。

3 パスワードの入力

「パスワード」を入力
 「次へ」をクリック

クリック
▼

④　以降は画面の入力案内に従って賛否をご入力下さい。
※書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議

決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場
合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取扱わせていただきます。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

フリーダイヤル 0120-652-031（受付時間　9:00～21:00）

－ 3 －

議決権行使についてのご案内
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、収益状況や将来の事業展開に備えた内部留保を勘案しつつ、配当や自己株式取得などを総合的
に検討の上、株主の皆様への安定的かつ継続的な利益還元に努めることを基本方針としております。
　このような方針のもと、当期の期末配当につきましては、１株につき10円といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

⑴ 配当財産の種類 金銭といたします。

⑵
配当財産の割当て
に関する事項及び
その総額

当社普通株式１株につき 金10円
総額　76,777,530円

⑶ 剰余金の配当が
効力を生じる日 2019年６月25日

－ 4 －

剰余金処分議案
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第２号議案 取締役６名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
　候補者は、社外取締役及び監査役で構成される指名・報酬等会議の同意を得ております。
　なお、本議案が原案どおり承認された場合、社外取締役２名を東京証券取引所の定める独立役員として
指定する予定であり、当社の取締役の３分の１が独立社外取締役となります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

番 号 氏　　　　　名
生　年　月　日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１
再任

おお
太

た
田

かず
和

ひろ
宏

1964年５月２日生

1989年４月 当社入社

7,200株

2004年６月 当社営業企画部長兼広報室長
2006年６月 当社取締役営業企画部長兼広報室長就任
2007年３月 当社取締役映像事業本部長就任
2008年６月 当社取締役執行役員映像事業本部長就任
2010年６月 当社取締役執行役員経営企画室担当就任
2011年５月 当社取締役執行役員営業本部長就任
2011年６月 当社取締役専務執行役員営業本部長就任
2012年６月 当社取締役専務執行役員事業企画室長兼飲食事

業部長兼不動産販売事業部長就任
2013年５月 当社代表取締役社長兼飲食事業部長就任
2013年６月 当社代表取締役社長就任 現在に至る

〔取締役候補者とした理由〕
太田和宏氏は、2013年５月以来代表取締役社長を務めており、不採算事業からの撤退や新規事業の開発
を含む経営の陣頭指揮を執り、収益性の向上や有利子負債の圧縮などを達成し、持続的な企業価値向上
に貢献していると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 5 －

取締役選任議案
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番 号 氏　　　　　名
生　年　月　日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

２
再任

たか
髙

くわ
鍬

ひで
英

あき
昭

1958年７月９日生

1982年４月 東邦生命保険相互会社（現、ジブラルタ生命保険
株式会社）入社

6,400株

2002年８月 当社入社
2004年６月 当社事業開発部長
2007年６月 当社執行役員アセットマネジメント事業部長兼

プロパティマネジメント事業部長就任
2009年６月 当社執行役員不動産事業副本部長就任
2010年６月 当社取締役執行役員不動産事業部長就任
2011年６月 当社取締役常務執行役員不動産事業部長就任
2012年６月 当社取締役常務執行役員不動産賃貸事業部長就任 

現在に至る
〔取締役候補者とした理由〕
髙鍬英昭氏は、これまで不動産賃貸関連事業部門を統括し、自社不動産の価値向上や新規収益不動産の
取得を推進するなど、豊富な経験と実績を有しており、今後も事業価値向上に貢献できると判断し、引
き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

３
再任

まつ
松

おか
岡

 
　

たけし
毅

1963年３月28日生

1985年４月 株式会社サントリーレストランシステム（現、株
式会社ダイナック）入社

4,700株

1990年７月 当社入社
2010年６月 当社財務経理部長
2014年６月 当社取締役執行役員管理本部長兼財務経理部長

就任
2015年７月 当社取締役執行役員管理本部長就任
2016年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長就任 現在に至る

〔取締役候補者とした理由〕
松岡毅氏は、管理本部長として財務経理部門、総務部門、リスクマネジメント等を担当し、事業構造改
革や風土改革に十分貢献してきたことを踏まえ、引き続き取締役としての選任をお願いするものであり
ます。

－ 6 －

取締役選任議案
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番 号 氏　　　　　名
生　年　月　日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

４
再任

ち
千

ば
葉

ひさ
久

し
司

1964年５月21日生

1988年４月 株式会社西洋環境開発入社

1,400株

2002年４月 野村不動産アーバンネット株式会社入社
2006年２月 当社入社
2010年６月 当社リニューアルマンション部長
2011年６月 当社執行役員リニューアルマンション部長就任
2012年４月 当社執行役員販売統括部長就任
2013年10月 当社執行役員不動産販売事業部長兼販売推進部

長就任
2014年４月 当社執行役員不動産販売事業部長就任
2016

2019

年

年

６

４

月

月

当社取締役執行役員リノベーションマンション
事業本部長就任
当社取締役執行役員リノベーションマンション
事業部長就任 現在に至る

〔取締役候補者とした理由〕
千葉久司氏は、新規事業として立ち上げた中古マンション等の再生販売の中心スタッフとして事業拡大
を推進し、現在では基幹事業の一端を担う事業へと成長させた実績を踏まえ、引き続き取締役としての
選任をお願いするものであります。

５
再任
社外
独立

いの
猪

やま
山

たけ
雄

ひさ
央

1975年10月16日生

2007年12月 第二東京弁護士会登録、下山法律事務所（現、弁
護士法人下山法律事務所）入所

500株
2012
2016

年
年

２
６

月
月

弁護士法人下山法律事務所社員就任
当社社外取締役就任 現在に至る

2016年11月 弁護士法人下山法律事務所代表社員就任 現在に至る
（重要な兼職の状況）
弁護士法人下山法律事務所代表社員

〔社外取締役候補者とした理由〕
猪山雄央氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業法務に携わり、弁護士と
しての専門的な知識を活かし、当社の企業活動の法律的対応や安全管理体制及び業務審査などについ
て、適切な監視と助言をいただいてきたことを踏まえ、引き続き社外取締役としての選任をお願いする
ものであります。

－ 7 －

取締役選任議案
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番 号 氏　　　　　名
生　年　月　日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

６
再任
社外
独立

お
小

ざわ
澤

なお
直

き
樹

1955年11月20日生

1979年４月 株式会社明治屋入社

100株

1990年４月 サッポロビール株式会社入社
2013年３月 同社常務執行役員首都圏本部長就任
2016年３月 株式会社サッポロライオン取締役執行役員社長室長就任
2018年４月 株式会社ほがらか代表取締役就任 現在に至る
2018年６月 当社社外取締役就任 現在に至る

（重要な兼職の状況）
株式会社ほがらか代表取締役

〔社外取締役候補者とした理由〕
小澤直樹氏は、長きにわたって外食産業に携わり、取締役としても十分な経験があり、その豊富な経験
と見識により、当社飲食事業に適切な助言、提言を行っておりますことから、引き続き社外取締役とし
ての選任をお願いするものであります。

（注）１．各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．社外取締役候補者に関する事項

①猪山雄央、小澤直樹の両氏は、社外取締役候補者であります。
②独立性に係る事項

当社は、猪山雄央、小澤直樹の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。本議案が原案どおり承認された場合には、引き続き両氏を独立役員として指定する予
定であります。
猪山雄央氏は弁護士法人下山法律事務所の代表社員であり、当社は同法律事務所と顧問契約を締結してお
りますが、その顧問料等は年間1,000万円以下であり、多額の金銭には該当いたしません。当社と同氏及び
同法律事務所との間に、社外取締役としての職務を遂行する上で、支障又は問題となる特別な利害関係は
ありません。
小澤直樹氏は株式会社ほがらかの代表取締役でありますが、当社と同氏及び同社との間には特別な利害関
係はありません。

③社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数
社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって猪山雄央氏は３年、小澤直樹氏は１年となります。

④責任限定契約の概要
当社は猪山雄央、小澤直樹の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定
める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
本議案が原案どおり承認された場合には、両氏との当該責任限定契約を継続する予定であります。

３．「所有する当社の株式数」については、2019年３月31日現在の所有株式数を記載しています。

－ 8 －

取締役選任議案
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第３号議案 監査役４名選任の件

　監査役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役４名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
　なお、本議案の本総会への提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

番 号 氏　　　　　名
生　年　月　日 略歴、地位並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１
再任

み や

宮
し た

下
よ し

芳
ろ う

朗
1958年10月30日生

1983年４月 当社入社

1,300株
2004年６月 当社人事部長
2010年６月 当社執行役員人事部長就任
2015年６月 当社常勤監査役就任 現在に至る

〔監査役候補者とした理由〕
宮下芳朗氏は、人事、経理の分野において豊富な経験と知識を有しており、2015年より当社常勤監査役
に就任し、経営執行に対する監査等において適切な役割を果たしていることから、引き続き、監査役と
しての選任をお願いするものであります。

２
再任
社外
独立

く に

国
ひ ろ

広
の ぶ

伸
お

夫
1952年４月４日生

1976年４月 三井信託銀行株式会社（現、三井住友信託銀行株
式会社）入社

900株

1998年１月 同社大津支店長
2000年７月 中央三井信託銀行株式会社（現、三井住友信託銀

行株式会社）日本橋法人営業部長
2002年３月 三井アセット信託銀行株式会社（現、三井住友信

託銀行株式会社）証券営業部長
2002年５月 中央三井信託銀行株式会社（現、三井住友信託銀

行株式会社）京都支店長
2004年11月 中央三井ファイナンスサービス株式会社代表取

締役社長就任
2009年８月 株式会社デベロツパー三信常務取締役就任
2010年６月 大東紡織株式会社（現、ダイトウボウ株式会社）

代表取締役社長就任
2015年６月 当社社外監査役就任 現在に至る

〔社外監査役候補者とした理由〕
国広伸夫氏は、東証１部上場企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しており、適法性を確保
するための適切な助言、提言を積極的に行っております。このことから引き続き、社外監査役としての
選任をお願いするものであります。

－ 9 －

監査役選任議案
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番 号 氏　　　　　名
生　年　月　日 略歴、地位並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

３
再任
社外
独立

ば ん

馬
ば

場
 

 
きよし

清
1962年６月２日生

1985年４月 日活株式会社入社

1,600株

2009年４月 同社総務人事グループリーダー兼コンプライア
ンス委員長

2012年８月 社会保険労務士馬場清事務所代表就任 現在に至る
2013年７月 株式会社ジェンコ社外取締役就任 現在に至る
2015年６月 当社社外監査役就任 現在に至る
（重要な兼職の状況）
社会保険労務士馬場清事務所代表

〔社外監査役候補者とした理由〕
馬場清氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、社会保険労務士や他社の社外取
締役としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、経営執行に対する適切な助言、提言を積極的に行
っております。このことから引き続き、社外監査役としての選任をお願いするものであります。

４
新任
社外
独立

お ち

落
あ い

合
し ん

伸
じ

二
1956年１月１日生

1978年４月 三井信託銀行株式会社（現、三井住友信託銀行株
式会社）入社

0株

1999年10月 同社豊橋支店長
2001年５月 中央三井信託銀行株式会社（現、三井住友信託銀

行株式会社）審査第二部長
2003年10月 同社総務部長兼三井トラスト・ホールディングス

株式会社（現、三井住友トラスト・ホールディン
グス株式会社）総務部長

2006年７月 中央三井信託銀行株式会社（現、三井住友信託銀
行株式会社）執行役員業務管理部長就任

2010年６月 中央三井トラスト・ホールディングス株式会社
（現、三井住友トラスト・ホールディングス株式
会社）常務取締役内部監査部長就任

2011年４月 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社取
締役常務執行役員就任

2013年６月 株式会社ジーエス・ユアサコーポレーション常勤
監査役兼株式会社ＧＳユアサ常勤監査役就任 現
在に至る

〔社外監査役候補者とした理由〕
落合伸二氏は、内部監査部長や他社の監査役等の経験から当社の経営を客観的な立場から監視していた
だけると判断し、新たに社外監査役としての選任をお願いするものであります。

－ 10 －

監査役選任議案
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（注）１．各監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．社外監査役候補者に関する事項

①国広伸夫、馬場清、落合伸二の３氏は、社外監査役候補者であります。
②独立性に係る事項

当社は、国広伸夫、馬場清の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。本議案が原案どおり承認された場合には、引き続き両氏を独立役員として指定する予定
であります。
国広伸夫氏は、当社の主要な取引先である三井住友信託銀行株式会社の出身者でありますが、すでに同社
グループを退職されてから９年が経過しております。馬場清氏は、当社の取引先である日活株式会社の出
身者でありますが、すでに同社を退職されてから８年が経過しております。両氏ともに一般株主との利益
相反の生じるおそれはないと判断しております。
落合伸二氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、本議案が原案どおり承認
された場合には、独立役員として指定する予定であります。同氏は、当社の主要な取引先である三井住友
信託銀行株式会社の出身者でありますが、すでに同社グループを退職されてから６年が経過しており、一
般株主との利益相反の生じるおそれはないと判断しております。なお同氏は株式会社ＧＳユアサの常勤監
査役を2019年６月26日に、株式会社ジーエス・ユアサコーポレーションの常勤監査役を同年６月27日に
退任する予定であります。
③社外監査役候補者が社外監査役に就任してからの年数
社外監査役の在任期間は、本総会終結の時をもって国広伸夫、馬場清の両氏ともに４年となります。
④責任限定契約の概要
当社は国広伸夫、馬場清の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定め
る最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
本議案が原案どおり承認された場合には、両氏との当該責任限定契約を継続し、新たに落合伸二氏との間
で同契約を締結する予定であります。

３．「所有する当社の株式数」については、2019年３月31日現在の所有株式数を記載しています。
以　上

－ 11 －
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（添付書類）

事 業 報 告 (2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度（以下「当年度」といいます。）におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善
が続く中、緩やかな回復基調で推移いたしました。
　一方で、通商問題の動向や海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響が懸念されるなど、先
行きにつきましては依然として不透明な状況が続いております。
　このような経済環境のもと、当年度の連結業績は、映画配給事業及び不動産賃貸事業が増収となっ
たことなどから売上高18,337百万円（前年度比0.5％増）、営業利益463百万円（前年度比1,739.9％
増）、経常利益546百万円（前年度比352.0％増）となり、特別損失として映画館や飲食店の減損損
失を計上したことなどから親会社株主に帰属する当期純利益136百万円（前年度比189.8％増）とな
りました。

当年度の連結業績

売上高� （単位：百万円）

（前年度比 0.5％増）

18,337百万円

前年度 当年度

18,237 18,337

営業利益� （単位：百万円）

（前年度比 1,739.9％増）

463百万円

前年度 当年度

25

463

〈セグメント別売上高構成比〉
映像関連事業

24％

飲食関連事業

36％

不動産関連事業

40％

親会社株主に帰属する� （単位：百万円）

当期純利益

（前年度比 189.8％増）

136百万円

前年度 当年度

47

136

－ 12 －
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映 像 関 連 事 業

（映画興行事業）
　『日日是好日』『カメラを止めるな！』『Fate/stay night[Heaven’ｓFeel]』等が好成績を収めた
ことから、前年度比で増収となりました。
　当年度末の映画館数及びスクリーン数は、前年度末と同じ９館24スクリーンです。

（映画配給事業）
　『日日是好日』が大ヒットしたことに加えて、『それいけ！アンパンマン かがやけ！クルンといの
ちの星』が当社配給後、シリーズ歴代最高の興行収入を、『映画 きかんしゃトーマス とびだせ！友
情の大冒険』もシリーズ最高記録の興行収入を記録したことから、前年度比で大幅な増収となりまし
た。

（ソリューション事業）
　既存クライアントからの交通・屋外広告、テレビスポット、映画宣伝の広告等の受注が増加したこ
とから前年度比で増収となりました。

　以上の結果、映像関連事業の売上高は4,480百万円（前年度比19.0％増）となり、営業利益は82百
万円（前年度比111.7％増）となりました。

売上高� （単位：百万円）

（前年度比 19.0％増）

4,480百万円

前年度 当年度

3,766
4,480

営業損益� （単位：百万円）

（前年度比 111.7％増）

82百万円

前年度 当年度

38

82

－ 13 －
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飲 食 関 連 事 業

（飲食事業）
　積極的な新規出店を行ったものの、焼鳥専門店チェーン「串鳥」等の既存店売上が悪天候や災害
の影響を受け減少したこと等から、前年度並みの売上高となりました。

　以上の結果、飲食関連事業の売上高は6,474百万円（前年度比1.1％減）となり、営業損失95百万円
（前年度は営業損失89百万円）となりました。

■飲食店及び惣菜店の店舗数
前年度末 当年度末 増減

焼鳥専門店チェーン「串鳥」 40 43 +3
串焼専門店「串鳥番外地」他 5 5 0
ダイニング＆バー 9 8 △1

飲食店　合計 54 56 +2
惣菜店　合計 3 1 △2
※2018年４月18日に「串鳥」東武宇都宮駅前店が、同年６月３日に「産直の魚貝と日本酒・焼酎 和バル 三

茶まれ」が、同年８月27日に「魚貝とワインと時々お肉 ヨコハマ・マルマーレ」が、2019年1月30日に
「串鳥」宮の沢駅前店が、同年3月27日に同・栄町駅前店が開店いたしました。

※2018年６月26日に「デリショップ 西洋銀座」日本橋三越本店が、同年７月31日に[マルマーレ・アネック
ス」が、同年10月７日に「パティスリー 西洋銀座」松屋銀座本店が、同年11月２日に「シンジュク・マ
ルマーレ」が、同年11月16日に「ＫＵＲＡＲＡ神田」が閉店いたしました。

売上高� （単位：百万円）

（前年度比 1.1％減）

6,474百万円

前年度 当年度

6,547 6,474

営業損益� （単位：百万円）

（前年度は営業損失89百万円）
△95百万円

前年度 当年度

△89 △95

－ 14 －
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不 動 産 関 連 事 業

（不動産賃貸事業）
　賃貸ビルにおいて高稼働を維持したことに加え、テナント退去に伴う一時的な収入を計上したこ
とにより、売上高は前年度比で大幅な増収となりました。

（中古マンション再生販売事業）
　中古マンション再生販売が販売件数は減少したものの、販売価格が上昇したことにより前年度並
みの売上高となりました。

　以上の結果、不動産関連事業の売上高は7,382百万円（前年度比2.5％増）となりましたが、不動
産賃貸事業の増収により営業利益は1,265百万円（前年度比39.0％増）と大幅な増益になりました。

売上高� （単位：百万円）

（前年度比 2.5％増）

7,382百万円

前年度 当年度

7,201 7,382

営業損益� （単位：百万円）

（前年度比 39.0％増）

1,265百万円

前年度 当年度

910

1,265

（注）［その他事業」セグメントは、2018年４月２日に当社が連結子会社テアトル債権回収株式会社の全株式を譲
渡し、サービサー事業から撤退いたしましたので、廃止いたしました。

－ 15 －
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⑵　対処すべき課題
　当社グループは、2018年度を初年度とし、2020年度を最終年度とする中期経営方針を、「創造と
革新　～稼ぐ力の向上～」と定め、マスを対象とした画一的なサービスや商品提供とは一線を画しつ
つ、地域のお客様のニーズに対応した、継続的なコミュニケーションづくりを目指しております。

　　　2019年度の主要政策は以下のとおりです。
当社グループは営業利益率とキャッシュフローの向上を目指しておりますが、それには当社グルー

プの従来型ビジネスであります「固定資産所有型ビジネス」よりも、資産をそれほど所有せず人的資
本の充実による「ヒューマンリソース型ビジネス」の育成強化を優先課題として掲げております。

①映画を中心とした「コンテンツ」への積極投資による映画配給事業の収益拡大
・映画配給事業において一作品あたり興行収入３～５億円規模の実績を年間５本あげることで、同事

業における年間興行収入20億円をまずは安定的に達成することを目指します。
・映画館を所有していることを背景に、映画だけでなく様々なジャンルの「コンテンツ」に投資を行

い、配信等の二次利用収入拡大のライツビジネスを強化推進してまいります。
・映画配給や映画出資に付随して、シネアド・デジタルサイネージなどの屋外広告等の周辺ビジネス

を強化してまいります。

②中古マンション販売におけるワンストップビジネスの充実化
・当社の中古マンション再生販売は支店を持たず、仲介会社を通じて売買を行うビジネスに特化し、

効率的体制で成長してきました。またリフォームビジネスも自社物件に限定し、元請管理に特化し
てきたことで最小限の組織体制での運用を実現しております。

・こうした構造を維持しながら、Ｗｅｂや自社店舗・映画館をツールとしたエンドユーザーからの直
接仕入れ・販売をあらたに営業手法として組み込み、現在開始しているワンストップサービス「リ
ノまま」をブランドとしながら、利益率の向上だけでなく、エリア拡大を推進してまいります。

③三業態の外食事業と中食事業の育成
・40店舗を突破した串焼き業態、和・洋の２つのバル業態の営業基盤を強固にするための取組みを進

めながら、所有しているセントラルキッチンを活かした、ケータリングサービス・デリバリーサー
ビス・卸売サービスの強化を図り、既存資源の有効活用による収益拡大を推進してまいります。

－ 16 －

対処すべき課題
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④ヒューマンリソース型ビジネス拡大のスピードアップのための提携やＭ＆Ａ
・それぞれの事業拡大をより着実なものにすること、スピードアップを図ることを目的として、他社

とのアライアンス推進やＭ＆Ａ、資本提携などを積極的に進めてまいります。

　2019年度の連結業績は、上述のとおり取組んでまいりますが、映像関連事業において前年度に大ヒ
ットした『日日是好日』の反動減が予測されること、予定されている消費税増税の各事業に与える影
響が不透明なこと等から、売上高17,500百万円（前年度比4.6％減）、営業利益100百万円（前年度
比78.4％減）、経常利益150百万円（前年度比72.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益50百万
円（前年度比63.5％減）となる見込みです。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

－ 17 －

対処すべき課題
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⑶　設備投資等の状況
　当年度における設備投資額は568百万円で、その主なものは、飲食関連事業における新規出店によ
るものであります。

⑷　資金調達の状況
　当年度におきましては、経常的な運転資金等の調達以外は行っておりません。

⑸　財産及び損益の状況

区　　　　　分
第100期

(2015.4.1～
2016.3.31 )

第101期

(2016.4.1～
2017.3.31 )

第102期

(2017.4.1～
2018.3.31 )

第103期（当年度）

(2018.4.1～
2019.3.31 )

千円 千円 千円 千円
売 上 高 16,463,136 19,245,158 18,237,698 18,337,162
経 常 利 益 502,970 449,373 120,831 546,177
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 363,949 233,907 47,216 136,852

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 4円61銭 2円97銭 6円06銭 17円78銭
純 資 産 13,904,439 14,015,583 13,882,060 13,766,881
総 資 産 24,250,335 25,703,373 25,008,303 25,154,159

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数を用い
て算出し、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。第102
期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連
結会計年度の期首から適用しており、第102期に係る「総資産」については遡及適用後の数値を記載
しております。

－ 18 －

設備投資等の状況、資金調達の状況、財産及び損益の状況



2019/05/30 19:01:46 / 18482391_東京テアトル株式会社_招集通知（Ｃ）

⑹　重要な子会社の状況（2019年３月31日現在）

会 社 名 資　本　金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％
札 幌 開 発 株 式 会 社 200,000 100.0 飲食店の経営
株 式 会 社 テ ア ト ル ダ イ ニ ン グ 10,000 100.0 飲食店の経営
テアトルエンタープライズ株式会社 40,000 100.0 オフィスの賃貸
東京テアトルリモデリング株式会社 20,000 100.0 マンション等のリフォーム

（注）１．当社の連結子会社は上記の重要な子会社４社を含む計５社であります。
２．当社は、2018年４月２日に、連結子会社であるテアトル債権回収株式会社の全株式を譲渡いたしまし

た。

⑺　重要な企業再編等の状況
　該当する事項はありません。

⑻　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
事　　業　　区　　分 主　な　事　業　内　容

映像関連事業

（映画興行事業）
・映画の興行
（映画配給事業）
・映画の配給
（ソリューション事業）
・総合広告サービス
・イベント企画

飲食関連事業
（飲食事業）
・飲食店の経営
・惣菜の販売

不動産関連事業

（不動産賃貸事業）
・不動産の賃貸
（中古マンション再生販売事業）
・中古マンション等の再生販売
・マンション等のリフォーム

－ 19 －

重要な子会社の状況、重要な企業再編等の状況、主要な事業内容
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⑼　主要な営業所（2019年３月31日現在）
主  要  な  会  社  名 主要な営業所、施設等

当社
（本社：東京都新宿区）

【映像関連事業】
映画館９館24スクリーン（東京都新宿区他）
「京橋テアトル試写室」（東京都中央区）
【飲食関連事業】
ダイニング＆バー８店舗（東京都新宿区他）
惣菜店１店舗（東京都千代田区）
【不動産関連事業】
「新宿テアトルビル」他３物件（東京都新宿区他）

札幌開発株式会社
（本社：北海道札幌市）

「串鳥」43店舗（北海道札幌市他）
「串鳥番外地」他 ５店舗（北海道札幌市）
製造工場４棟（北海道札幌市他）

株式会社テアトルダイニング
（本社：東京都新宿区） 　―

テアトルエンタープライズ株式会社
（本社：東京都港区） 「赤坂オフィスハイツ」（東京都港区）

東京テアトルリモデリング株式会社
（本社：東京都新宿区） 　―

⑽　従業員の状況（2019年３月31日現在）
従  業  員  数 前年度末比増減

映像関連事業 71名 5名増
飲食関連事業 326名 11名減
不動産関連事業 62名 2名減
その他事業 － 26名減
全社（共通） 29名 3名減
合計 488名 37名減

（注）１．上記従業員数のほかにパートタイマー389名（１日８時間換算）を雇用しております。
２．15ページ注記記載のとおり、「その他事業」セグメントは廃止いたしました。

－ 20 －

主要な営業所、従業員の状況
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⑾　主要な借入先（2019年３月31日現在）
借　　　　入　　　　先 借　　入　　額

千円
シンジケートローン 1,200,000
三井住友信託銀行株式会社 989,000
株式会社りそな銀行 699,500

（注）シンジケートローンは、三井住友信託銀行株式会社、株式会社りそな銀行、株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株
式会社三井住友銀行により組成されております。

－ 21 －

主要な借入先
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２．会社の株式に関する事項
⑴　株式の状況（2019年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 20,000,000株
②　発行済株式総数 8,013,000株（自己株式335,247株を含む）
③　株主数 20,259名（前年度末比894名増）
④　大株主

株　　　　主　　　　名 持  株  数 持株比率
株 ％

三井住友信託銀行株式会社 349,000 4.54

株式会社竹中工務店 250,000 3.25

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 203,400 2.64

サッポロビール株式会社 170,000 2.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 156,200 2.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 144,700 1.88

株式会社セゾンファンデックス 110,000 1.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 107,500 1.40

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 106,100 1.38

日活株式会社 100,000 1.30

（注）１．当社は自己株式335,247株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
２．持株比率は自己株式を控除し、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

⑵　その他株式に関する重要な事項
　　自己株式の取得
　　2018年２月28日開催の取締役会決議により取得した自己株式

　　　　取得した株式の種類及び総数　　普通株式　71,700株
　　　　取得価額の総額　　　　　　　　99,949,900円
　　　　取得期間　　　　　　　　　　　2018年３月１日から2019年２月14日まで

－ 22 －

会社の株式に関する事項
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

地　位 氏　　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 太 田 和 宏

取 締 役
常 務 執 行 役 員 髙 鍬 英 昭 不動産賃貸事業部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 松 岡 　 毅 管理本部長

取 締 役
執 行 役 員 千 葉 久 司 リノベーションマンション事業本部長

取 締 役 猪 山 雄 央 弁護士法人下山法律事務所代表社員

取 締 役 小 澤 直 樹 株式会社ほがらか代表取締役

常 勤 監 査 役 宮 下 芳 朗

監 査 役 桐 原 典 秀

監 査 役 国 広 伸 夫

監 査 役 馬 場 　 清 社会保険労務士馬場清事務所代表

（注）１．小澤直樹氏は、2018年６月28日開催の第102回定時株主総会において新たに取締役に選任され、就任
いたしました。

２．猪山雄央、小澤直樹の両氏は社外取締役であり、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．桐原典秀、国広伸夫、馬場清の３氏は、社外監査役であり、当社は３氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役宮下芳朗、桐原典秀、国広伸夫の３氏は、これまでの豊富な経験に基づき、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

－ 23 －

会社役員に関する事項
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５．当社は執行役員制度を導入しております。取締役を兼務していない執行役員は以下のとおりであります。
地　位 氏　　　名 担　　　　当

執 行 役 員 宇 田 川 　 正 　 利 総務部長
執 行 役 員 鳥 海 眞 一 法務室長
執 行 役 員 石 見 　 淳 飲食事業部長兼株式会社テアトルダイニング

代表取締役社長
執 行 役 員 渡 邊 祐 司 映像事業本部長
執 行 役 員 饗 場 　 大 ソリューション事業部長
執 行 役 員 赤 須 恵 祐 映画営業部長兼企画調整部長
執 行 役 員 小 倉 　 誠 経営政策本部長
執 行 役 員 森 平 浩 司 映画宣伝部長
執 行 役 員 西 澤 彰 弘 映画興行部長

⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
区　　　　分 員　　数 報酬等の額
取　締　役 ６名 83百万円（うち社外２名６百万円）
監　査　役 ４名 20百万円（うち社外３名10百万円）
合　　　　計 10名 103百万円（うち社外５名16百万円）

（注）取締役の報酬額は、2006年６月29日開催の第90回定時株主総会におきまして年額300百万円以内、監査役
の報酬額は、1987年４月10日開催の第70回定時株主総会におきまして月額３百万円以内と決議いただい
ております。

⑶　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425
条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。

－ 24 －
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⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役猪山雄央氏は弁護士法人下山法律事務所の代表社員であり、当社は、同法律事務所と顧問
契約を締結しております。ただし、その顧問料等は年間1,000万円以下であり、多額の金銭には該
当いたしません。当社と同法律事務所の間には特別な利害関係はありません。
　取締役小澤直樹氏は株式会社ほがらかの代表取締役であります。当社と同社との間には特別な関
係はありません。
　監査役馬場清氏は社会保険労務士馬場清事務所代表であります。当社と同事務所との間には特別
な利害関係はありません。

②　当年度における主な活動状況
区　分 氏　　　名 主要な活動状況

取 締 役 猪 山 雄 央
当年度に開催された14回の取締役会のすべてに出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行いました。

取 締 役 小 澤 直 樹
就任後開催された11回の取締役会のすべてに出席し、議案審
議等に必要な発言を適宜行いました。

監 査 役 桐 原 典 秀

当年度に開催された14回の取締役会のすべてに出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行いました。
当年度に開催された12回の監査役会のすべてに出席し、監査
の方法その他の監査役の職務に関する事項について意見の表
明を行いました。

監 査 役 国 広 伸 夫

当年度に開催された14回の取締役会のすべてに出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行いました。
当年度に開催された12回の監査役会のすべてに出席し、監査
の方法その他の監査役の職務に関する事項について意見の表
明を行いました。

監 査 役 馬 場 　 清

当年度に開催された14回の取締役会のすべてに出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行いました。
当年度に開催された12回の監査役会のすべてに出席し、監査
の方法その他の監査役の職務に関する事項について意見の表
明を行いました。

（注）書面決議による取締役会はございませんでした。

－ 25 －
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４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任大有監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

①当社の会計監査人としての報酬等の額 31,000千円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約におきましては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の金額には金融
商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切かどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいた
しました。

⑶　非監査業務の内容
　該当する事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告します。
　会社計算規則第131条に定める会計監査人の職務遂行に関する事項について、職務の遂行を適正に
実施させることが確保できないと判断した時は、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の不再
任に関する議案の内容を決定いたします。

（注）本事業報告中の記載金額及び株数は、注記した事項を除き表示単位未満を切り捨て、比率は表示単
位未満を四捨五入して表示しております。

－ 26 －

会計監査人の状況



2019/05/30 19:01:46 / 18482391_東京テアトル株式会社_招集通知（Ｃ）

連結貸借対照表（2019年３月31日現在） （単位　千円）
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
商 品
販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

7,273,342
3,897,832

797,933
200,000
93,109

1,710,220
20,497

558,239
△4,489

17,880,816
15,138,388
4,775,154

39,416
284,404

9,977,189
62,222
98,011
34,237
59,996
3,776

2,644,417
1,903,344

1,250
419,491
216,929
209,867

△106,465

（負 債 の 部）
流 動 負 債 3,916,204

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,489,809
短 期 借 入 金 130,000
一年内返済予定の長期借入金 993,460
リ ー ス 債 務 32,275
未 払 金 527,960
未 払 法 人 税 等 105,482
前 受 金 90,414
賞 与 引 当 金 176,354
資 産 除 去 債 務 3,751
そ の 他 366,695

固 定 負 債 7,471,073
社 債 380,000
長 期 借 入 金 2,830,642
リ ー ス 債 務 75,745
長 期 未 払 金 1,198,500
預 り 保 証 金 787,172
繰 延 税 金 負 債 357,222
再評価に係る繰延税金負債 850,717
退 職 給 付 に 係 る 負 債 871,006
資 産 除 去 債 務 120,068

負 債 合 計 11,387,278
（純資産の部）

株 主 資 本 11,843,544
資 本 金 4,552,640
資 本 剰 余 金 3,737,647
利 益 剰 余 金 4,091,077
自 己 株 式 △537,820

その他の包括利益累計額 1,923,336
その他有価証券評価差額金 185,426
土 地 再 評 価 差 額 金 1,737,910

純 資 産 合 計 13,766,881
資 産 合 計 25,154,159 負 債 ・ 純 資 産 合 計 25,154,159

－ 27 －

連結貸借対照表
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連結損益計算書 (2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで) （単位　千円）

科 目 金 額
売 上 高 18,337,162
売 上 原 価 13,385,165
売 上 総 利 益 4,951,997
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,488,224
営 業 利 益 463,772
営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,189
受 取 配 当 金 71,245
保 険 解 約 返 戻 金 19,559
協 賛 金 収 入 31,243
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 19,212
そ の 他 20,969 167,420

営 業 外 費 用
支 払 利 息 47,763
借 入 関 連 費 用 33,124
そ の 他 4,128 85,015

経 常 利 益 546,177
特 別 損 失

特 別 退 職 金 2,526
関 係 会 社 株 式 売 却 損 105,616
固 定 資 産 除 却 損 18,329
減 損 損 失 378,308
事 業 所 閉 鎖 損 失 6,705
災 害 に よ る 損 失 25,233 536,720

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 9,456
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 91,929
法 人 税 等 調 整 額 △219,326 △127,396
当 期 純 利 益 136,852
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 136,852

－ 28 －
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貸借対照表（2019年３月31日現在） （単位　千円）
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
長 期 未 収 入 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,140,412
3,071,822

605,392
200,000
70,833

1,723,699
1,973

51,488
66,259

141,219
12,000
63,529

137,287
△5,092

16,253,110
13,459,509
3,556,323

50,018
39,416

129,346
9,671,568

12,835
91,518
34,237
54,777
2,503

2,702,082
1,898,301

349,090
30

2,097,300
33,426

105,446
168,631
58,341

△2,008,485

（負 債 の 部）
流 動 負 債 3,086,347

買 掛 金 1,308,502
短 期 借 入 金 60,000
一年内返済予定の長期借入金 856,500
リ ー ス 債 務 13,867
未 払 金 422,199
未 払 費 用 60,645
未 払 法 人 税 等 87,929
設 備 支 払 手 形 32,260
前 受 金 75,867
預 り 金 80,290
賞 与 引 当 金 83,679
資 産 除 去 債 務 3,751
そ の 他 854

固 定 負 債 6,466,074
長 期 借 入 金 2,582,000
リ ー ス 債 務 27,446
長 期 未 払 金 1,197,000
預 り 保 証 金 763,841
繰 延 税 金 負 債 356,821
再評価に係る繰延税金負債 850,717
退 職 給 付 引 当 金 548,179
関係会社事業損失引当金 20,000
資 産 除 去 債 務 120,068

負 債 合 計 9,552,422
（純資産の部）

株 主 資 本 10,919,767
資 本 金 4,552,640
資 本 剰 余 金 3,737,647

資 本 準 備 金 3,573,173
そ の 他 資 本 剰 余 金 164,473

利 益 剰 余 金 3,167,300
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,167,300

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,079,501
繰 越 利 益 剰 余 金 2,087,798

自 己 株 式 △537,820
評価・換算差額等 1,921,332

その他有価証券評価差額金 183,422
土 地 再 評 価 差 額 金 1,737,910

純 資 産 合 計 12,841,099
資 産 合 計 22,393,522 負 債 ・ 純 資 産 合 計 22,393,522

－ 29 －
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損益計算書 (2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで) （単位　千円）

科 目 金 額
売 上 高 12,259,895
売 上 原 価 10,859,452
売 上 総 利 益 1,400,442
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 997,841
営 業 利 益 402,600
営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 86,033
協 賛 金 収 入 2,458
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 19,264
そ の 他 6,466 114,223

営 業 外 費 用
支 払 利 息 44,667
借 入 関 連 費 用 33,124
そ の 他 4,127 81,919

経 常 利 益 434,904
特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 160,532 160,532
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,818
減 損 損 失 219,257
関 係 会 社 清 算 損 0
事 業 所 閉 鎖 損 失 6,705
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 20,000 259,781

税 引 前 当 期 純 利 益 335,656
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,829
法 人 税 等 調 整 額 △179,155 △110,326
当 期 純 利 益 445,982

－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月23日

東京テアトル株式会社
取　締　役　会　御　中

有限責任大有監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 山 貞 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 井 　 努 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東京テアトル株式会社の2018年４月１日から2019年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、東京テアトル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 31 －

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月23日
東京テアトル株式会社

取　締　役　会　御　中
有限責任大有監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 山 貞 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 井 　 努 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東京テアトル株式会社の2018年４月１日から
2019年３月31日までの第103期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準
拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類
及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第103期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについて
は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 33 －

監査役会の監査報告



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類
・
監
査
報
告

2019/05/30 19:01:46 / 18482391_東京テアトル株式会社_招集通知（Ｃ）

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついては、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３
号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、
かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任大有監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任大有監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月23日
東京テアトル株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 宮 下 芳 朗 ㊞
社 外 監 査 役 桐 原 典 秀 ㊞
社 外 監 査 役 国 広 伸 夫 ㊞
社 外 監 査 役 馬 場 　 清 ㊞

以　上
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第103回定時株主総会 会場ご案内図
場 所 日本教育会館　一ツ橋ホール

東京都千代田区一ツ橋二丁目６番２号
TEL 03（3230）2831（代表）

日 時 2019年６月24日（月曜日）　午前10時（午前９時受付開始予定）

九段下
交差点 専大前
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みずほ銀行

さくら通り

三菱UFJ 銀行
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神保町交番

学術総合
センター

共立女子学園 共立講堂

小学館

竹橋駅

毎日新聞社
首都高速

神保町駅

ファミリーマート
一ツ橋ビル

タリーズコーヒー

首
都
高
速

住友商事竹橋ビル

Ａ１出口 Ａ６出口

６
番
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株主総会会場
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）

交通機関のご案内
都営地下鉄

 

●新 宿 線
神保町駅 Ａ１出口 より…………徒歩 3 分

東京メトロ
 

●半 蔵 門 線
都営地下鉄

 

●三 田 線 神保町駅 Ａ６出口 より…………徒歩 5 分

東京メトロ
 

●東 西 線
竹 橋 駅 １ｂ出口 より…………徒歩 5 分
九段下駅 ６番出口 より…………徒歩 7 分

※駐車場の準備はいたしておりませんので、ご了承のほどお願いいたします。

地図




